
（平成２３年９月２８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認新潟地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



新潟国民年金 事案 1336 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年４月から同年 10 月までの期間及び

50年１月から 51年６月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 47年７月から 48年 10月まで 

             ② 昭和 50年１月から 51年６月まで 

    私は、Ａ県Ｂ市の店に住み込みで働いていて、20 歳になった頃に同市役

所で国民年金の加入手続を行い、毎日店に来ていた金融機関の外交員に納付

書とともにお金を渡し、国民年金保険料を納付していた。 

    当時の同僚である私の夫も同様に保険料を納付しており、夫の保険料が納

付済みとなっているにもかかわらず、私の申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①のうち、昭和 48年４月から同年 10月までの期間について、申

立人の所持する国民年金手帳には 48 年 11 月 19 日発行と記載され、申立人

の国民年金手帳記号番号は、同年 11 月頃に払い出されたことが国民年金受

付処理簿により推認でき、当該手帳発行及び手帳記号番号の払出時点で、当

該期間の国民年金保険料は現年度保険料であり、納付書が発行されたと考え

られるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

 

 ２ 申立期間②について、当該期間は 18 か月と比較的短期間で、前後の期間

の保険料は納付済みであること、申立人と同様の方法により保険料を納付し

ていたとする当時の同僚であった申立人の夫は、当初、当該期間と同時期で

ある昭和 50年４月から同年 12月までの期間が未納とされていたが、領収証

書を所持していたことから納付済みに記録訂正されており、当該期間当時、

申立人と同様の保険料の納付方法であった者の記録管理に不備があったこ



となど、申立内容に不自然さは見当たらない。 

 

 ３ しかしながら、申立期間①のうち、昭和 47年７月から 48年３月までの期

間について、申立人の国民年金手帳の発行日及び手帳記号番号払出時点にお

いて、当該期間の保険料は過年度保険料となるが、申立人は、保険料をまと

めて納付したことは無いとしており、当該期間の保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書控等）は無いなど、申立人が当該期間の保

険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①のうち、

昭和48年４月から同年10月までの期間及び申立期間②の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



新潟厚生年金 事案 1552 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和 50

年３月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 50年３月 20日から同年４月１日まで 

    Ａ社に勤務していた当時の同僚の厚生年金保険加入記録について、年金記

録確認第三者委員会から照会があったことから、自身も、その同僚と同様に、

申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

私は、昭和 50 年３月 20 日にＡ社Ｂ工場からＡ社に転勤したので、調査

の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る雇用保険の記録及び複数の同僚の証言から、申立人が申立期間

において、Ａ社に勤務し（昭和 50年３月 20 日に、同社Ｂ工場から同社本社に

異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主より給与から控除されていた

ことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 50 年

４月の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の記録から、20 万円とす

ることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社は既に解散しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）



に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、行ったとは認められない。 



新潟厚生年金 事案 1553 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められること

から、申立期間①及び②の標準賞与額に係る記録を 24 万 5,000 円に訂正する

ことが必要である。 

また、申立期間③及び④について、申立人の標準賞与額に係る記録を、申立

期間③は 23万 9,000円、申立期間④は 19万 5,000円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（上

記訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19年７月 25日 

             ② 平成 19年 12月 21日 

             ③ 平成 20年８月 25日 

             ④ 平成 20年 12月 25日 

 年金記録問題が話題となったため、年金事務所に自身の厚生年金保険被保

険者記録を照会したところ、Ａ社から支給された申立期間①から④までの標

準賞与額が、実際に支給された賞与額よりも低額となっていることが判明し

た。 

 申立期間①から④までに係る賞与明細書を所持しているので、調査の上、

標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は申立期間①から④までの標準賞与額の記録の訂正を申し立ててい

るが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれ



ぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

 申立期間①及び②について、オンライン記録から、申立人の標準賞与額はい

ずれも 10 万円であることが確認できるところ、申立人が所持する賞与明細書

から、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人の申立期間①及び②に係

る標準賞与額を 24万 5,000円に訂正することが必要である。 

 また、申立期間③及び④について、オンライン記録から、申立人の標準賞与

額はいずれも 10 万円であることが確認できるところ、申立人が所持している

賞与明細書から、申立人に対して申立期間③は 24 万 5,000 円、申立期間④は

20 万円の賞与が支給されていることが確認できるが、控除されている厚生年

金保険料額は、当該賞与額に見合う保険料額よりも低額であることが確認でき

ることから、申立人の標準賞与額を当該保険料控除額から、申立期間③は 23

万 9,000 円、申立期間④は 19 万 5,000 円にそれぞれ訂正することが必要であ

る。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、「申立人の申立期間①から④までに係る賞与について、申立てどおりの

届出及び保険料の納付を行っていない。」と回答している上、年金事務所が保

管する申立人の申立期間①から④までに係る健康保険厚生年金保険被保険者

賞与支払届において、事業主は、申立人の申立期間①から④までの賞与額をそ

れぞれ 10 万円として届け出たことが確認できることから、事業主は、実際の

賞与額を届け出ていないものと認められる。その結果、社会保険事務所（当時）

は、上記訂正後の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、申立期間①から④までに係る保険料（上記訂正前の標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



新潟国民年金 事案 1337  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成13年５月及び14年５月から同年８月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 53年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 平成 13年５月 

             ② 平成 14年５月から同年８月まで 

    私の父は、私が 20 歳になった時に国民年金の加入手続を行い、国民年金

保険料を納付してくれた。大学を卒業してからは、自身で保険料を納付する

ようにしていたが、納付できなかった時は父が納付してくれたと思う。 

    申立期間①の保険料が未納で、申立期間②が国民年金に未加入で、保険料

が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、当該期間の国民年金保険料を自身が納

付していない場合には、父親が納付してくれたはずであると主張しているが、

申立人は、当該期間中にＡ市に転居していることから、父親が当該期間の保

険料を納付するには申立人から納付書を受け取る必要があるが、申立人は、

当該期間の納付書についての記憶が曖昧であり、申立人の父親から、当時の

納付状況等を聴取することができないことから、当時の状況が不明である。 

また、オンライン記録から、当該期間直後の保険料が平成 15年７月 30日

に過年度納付されたことが確認でき、当該納付時点で、当該期間は時効によ

り保険料を納付することができない期間であるなど、申立人及び申立人の父

親が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

 

２ 申立期間②については、申立人は、当該期間の加入手続についての記憶が

曖昧である上、オンライン記録から、申立人は、平成 14 年５月１日から国

民年金未適用者として加入勧奨が行われたが、加入手続がなされなかったた

め、16 年２月 24 日現在で作成されていた未適用者一覧に記載され、その後



も加入手続がとられていないことが確認でき、当該期間は未加入期間であり、

納付書は発行されず保険料を納付することができない期間である。 

 

３ 申立期間①及び②は、いずれも平成９年以降の期間であり、年金記録管理

の業務のオンライン化、電算による納付書作成及び領収済通知書の光学式文

字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が進み、記録漏れ、記

録誤りの等の生じる可能性は低くなった頃である上、申立期間の保険料を納

付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控等）も無く、ほかに保険

料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



新潟国民年金 事案 1338 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年 10 月から 51 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 49年 10月から 51年２月まで 

    私の夫は、私が勤務していた事業所を退職した昭和 49 年９月末に、自身

が勤務していたＡ町役場（現在は、Ｂ市役所Ｃ行政サービスセンター）にお

いて、国民年金と国民健康保険の加入手続を行い、同町役場の国民年金担当

職員に国民年金保険料を納付してくれていた。 

    申立期間が国民年金に未加入で、保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の夫は、昭和 49 年 10月頃に申立人の国民年金の加入手続を行ったと

主張しているが、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査によっても、申立人

に国民年金手帳記号番号が払い出されたことは確認できず、オンライン記録に

おいても、申立人に手帳記号番号が払い出された形跡は無いことから、申立期

間は国民年金の未加入期間であり、納付書が発行されず国民年金保険料を納付

することができない期間である。 

また、申立人の夫は、Ａ町役場の会計窓口で国民年金保険料を納付すること

ができないことから、国民年金担当職員に保険料を渡していたと主張している

が、Ｂ市役所では、申立期間当時、Ａ町役場の会計窓口で保険料を納付するこ

とは可能であったとしている。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書控等）も無いなど、申立人の夫が申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1339  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年９月から 45年４月までの期間及び 58年４月から 61年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 41年９月から 45年４月まで 

             ② 昭和 58年４月から 61年３月まで 

私は、会社を退職して、結婚のために転居したＡ町の役場（現在は、Ｂ

市Ｃ区役所）で国民年金の加入手続を行い、当初は隣組の組長を通して、

その後は金融機関で国民年金保険料を納付した。 

申立期間が国民年金に未加入で、保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ町に転居（昭和 41年 12月）した直後、

国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立人が所持する二冊の国

民年金手帳には、それぞれ昭和 45年５月９日及び 46年４月 1日に発行され、

申立期間後の 45年５月１日に任意加入により資格取得したことが記載されて

いること、申立人の国民年金手帳記号番号は、手帳記号番号払出簿により、

45年５月 26日に払い出されたことが確認できること、申立人は、現在所持す

る年金手帳のほかに手帳を所持していたことは無いとしており、申立人に別

の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらないこと

などから、当該期間は未加入期間であり、納付書は発行されず国民年金保険

料を納付することができない期間である。 

申立期間②について、申立人が所持する二冊の国民年金手帳には、昭和 45

年５月１日に任意加入により資格取得し、当該期間当初の 58 年４月 26 日に

資格喪失、当該期間直後の 61年４月１日に第３号被保険者として資格取得し

たことが記載されており、Ａ町役場作成の国民年金被保険者名簿の資格得喪

記録と整合するなど、当該期間は未加入期間であり、納付書は発行されず保



険料を納付することができない期間である。 

また、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書控等）は無いなど、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



新潟厚生年金 事案 1554 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 27年 12月１日から 30 年３月 31日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、会社名は記

憶していないが、Ａ社の下請会社に季節労働者として在籍し、Ｂ施設及びＣ

施設の工事現場に勤務していた期間が、厚生年金保険被保険者期間となって

いないことが分かった。 

    申立期間中は、給与から厚生年金保険料が控除されていたと記憶している

ので、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「会社名は記憶していないが、Ａ社の下請会社に勤務していた。」

と申し立てているところ、申立人が記憶する当該下請会社の代表者名がＡ社に

係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において確認できる。 

   しかしながら、Ａ社は、「申立期間当時に下請制度は無く、作業員は当社が

直接雇用していた。工事現場で採用されたのであれば、日給制の作業員であっ

た可能性が高い。その場合には、雇用保険及び健康保険は日雇の制度に加入し

ていたが、厚生年金保険には加入できなかった。当社が保管する資料では、申

立人が在籍していたことが確認できず、申立人の厚生年金保険料の控除等の状

況については不明である。」と回答している。 

   また、申立人は、申立期間において、季節労働者として一緒に施設工事に従

事した同僚として３人の氏名を挙げているが、当該同僚のうち２人は既に亡く

なっており、もう１人は所在が不明で証言を得ることができないため、申立期

間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除等を確認することができない上、

オンライン記録から、いずれの同僚も申立期間において、Ａ社で厚生年金保険

に加入していたことは確認できない。 

   さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申立



期間において申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠落も無い。 

   このほか、申立人の申立期間について、厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1555 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 32年７月 10日から 33年６月 10日まで 

             ② 昭和 33年７月 10日から 36年６月１日まで 

年金受給の手続のために社会保険事務所（当時）で厚生年金保険の加入

記録を確認したところ、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となってい

ないことが分かった。 

申立期間①については、Ａ事業所に事務補助員として勤務し、「65歳から

の年金です。」と言われて、年金証書を手渡された記憶がある。 

申立期間②については、勤務先はＢ役場内であったが、Ｃ県Ｄ部Ｅ事業に

おける事務補助員として勤務し、主に日々雇用の人夫の賃金支払を行って

いた。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、申立期間②後に勤務したＦ省Ｇ局（現在

は、Ｈ省Ｉ局）の人事記録の写しであるとする資料を所持しているところ、

当該資料には、申立人が申立期間①当時、Ａ事業所に事務補佐員として勤務

していたことが記載されている上、Ｃ県が保管するＣ県職員録（昭和 32 年

６月１日現在）には、同事業所の臨時職員として、申立人の氏名（旧姓）が

記載されていることから、勤務期間の特定はできないものの、申立人が同事

業所に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録には、「Ａ事業所」という名称の厚生年金

保険適用事業所が確認できない上、その上部機関であるＣ県Ｄ部Ｊ課が厚生

年金保険の適用事業所となったのは、申立期間①後の昭和 33年 10月１日で

あることが確認できる。 



また、上記職員録において、申立人と同様に事業所の臨時職員として氏名

が記載されている元職員は、「申立期間①当時、事業所では厚生年金保険に

加入させてもらっていなかった。」と証言している。 

   

  ２ 申立期間②について、申立人が所持する上記資料には、申立人が申立期間

②当時、Ｂ役場（現在は、Ｋ市役所）においてＥ事業の事務補佐員として勤

務していたことが記載されている上、Ｋ市役所は、「申立期間②当時、国の

補助金によりＥ事業を実施していたと思われる。」と回答していることから、

勤務期間の特定はできないものの、申立人がＢ役場で勤務していたことがう

かがえる。 

    しかしながら、オンライン記録から、Ｂ役場が厚生年金保険の適用事業所

となったのは申立期間②後の昭和 36年９月１日であることが確認できる。 

    また、申立人は、上記Ｅ事業について、「勤務先はＢ役場内であったが、

Ｃ県Ｄ部の事業であった。」としているところ、オンライン記録から、Ｃ県

Ｄ部Ｊ課は、昭和 33 年 10 月１日から 34 年６月１日までの期間、厚生年金

保険の適用事業所であったことが確認できるが、同課に係る健康保険厚生年

金保険事業所別被保険者名簿には、申立人の氏名は無い上、健康保険の整理

番号に欠落も無い。 

    さらに、申立人が上記Ｅ事業において現場監督をしていたとして氏名を挙

げている同僚は、オンライン記録において、申立期間②当時、厚生年金保険

に加入していたことが確認できない。 

 

３ 申立人は、いずれの申立期間についても、事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていた具体的な記憶が無く、厚生年金保険料が控除されて

いたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

    このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



新潟厚生年金 事案 1556 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 35年生 

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成７年３月 31日から同年４月１日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ事業所に

勤務していた期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となってい

ないことが分かった。 

    その後、「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、や

はり申立期間は厚生年金保険被保険者期間となっていなかった。 

私は、平成７年３月 31 日にＡ事業所を退職したので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間も引き続き、職員としてＡ事業所（Ｂ部署Ｃ部門）に

勤務していた。」と申し立てているが、Ｄ事業所が保管する申立人の人事記録

の勤務記録事項欄には、「平成６年４月１日職員に採用する。任期は１日とす

る。ただし、任命権者が別段の措置をしない限り平成７年３月 30 日まで任用

を日日更新し、以後更新しない。平成７年３月 30日限り退職した。」と記載さ

れていることから、申立人は、同事業所を平成７年３月 30 日に退職したと考

えられ、申立人が申立期間も引き続き、同事業所で勤務していたことを確認す

ることができない。 

   また、Ｄ事業所は、「申立人は、申立期間中は勤務していないので、申立て

どおりの届出を行っておらず、申立期間に係る厚生年金保険料も給与から控除

していない。」と回答している。 

   さらに、オンライン記録により、申立人と同様に平成６年４月１日にＡ事業

所において厚生年金保険被保険者資格を取得し、７年３月 31 日に資格喪失し



ている元職員が申立人のほかに 10人いることが確認でき、このうちの１人は、

「当時は日々雇用（職員）で勤務した。職場が変わる年度末に３月 31 日分の

年金についての手続をし、１日だけ国民年金に加入して保険料を支払った記憶

がある。」と説明している。 

加えて、申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



新潟厚生年金 事案 1557 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 43年７月１日から 53年６月１日まで 

「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ事業所を

事業所として厚生年金保険に加入していた期間のうち、申立期間の標準報酬

月額が低額であることが分かった。 

申立期間当時、標準報酬月額を 20 万円とすることとし、その保険料相当

額を当該事業所の事業主としたＢ氏が営むＣ事業所に支払っていた。 

申立期間当時の資料は無いが、昭和 58年７月から 59年４月までの間のＣ

事業所との取引内容を記載したノートを所持しており、それには社会保険料

として支払った金額が記載されている。 

申立期間中も同程度の金額を保険料として支払っていたと思うので、調査

の上、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、オン

ライン記録から、Ａ事業所は平成 11年５月 17日に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっており、当該事業所の事業主とされた者及び当時の事務担当者も既

に亡くなっている上、申立人は、申立期間における取引内容を記載したノート、

家計簿及び確定申告書等を所持していないことから、申立てどおりの報酬額及

び厚生年金保険料の支払額を確認することができない。 

 また、申立人は、申立人と同様にＡ事業所の従業員として厚生年金保険に加

入していたとする３人の自営業者の氏名を挙げているところ、オンライン記録

から、当該３人の標準報酬月額は申立人と同額又はほぼ同額であることが確認

でき、申立人の標準報酬月額のみが低額であるという事情は見当たらない上、

オンライン記録から、申立期間当時に当該事業所において厚生年金保険被保険



者資格を取得したことが確認できる３人に照会したところ、いずれも、「申立

期間当時の標準報酬月額とした金額は、国の記録どおりだったと記憶してい

る。」と証言している。 

さらに、Ａ事業所に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、

申立期間における標準報酬月額の遡及訂正等の不自然な処理は見られない。 

 このほか、申立人の申立内容について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認

めることはできない。 

 

 


